
          平成１４年度小金井市一般会計決算概要 

           

 平成１４年度の財政運営は、長引く景気低迷の影響等により依然として厳しい財政

環境の中にあって、「小金井市行財政改革大綱」、「小金井市財政健全化計画」に基

づく取組を着実に遂行するとした上で、可能な限りの財源確保を図りつつ経常経費は

さらに厳しく抑制して、限られた財源を重点的、効果的に配分することにより、市民

福祉の一層の増進を図ることを基本に編成された予算の効率的な執行に努めました。 

 このような状況の下、歳出面においては、前原小学校で耐震補強工事中に校舎の基

礎部分に重大な欠陥があることが発見されたことに続き、総合体育館では木毛板が屋

根裏からはがれて天井板を突き破りプールサイドに落下するなど、とりわけ、安全と

安心確保への迅速で的確な対応が緊急かつ重要な課題となりました。 

 一方、歳入面においては、地方交付税から臨時財政対策債への振替措置額の増、利

子割交付金、地方消費税交付金の大幅な落ち込みに加え、生活保護費国庫負担金の交

付率の圧縮による過少交付等の要因により、相変わらず厳しい財政運営を強いられる

ことになりましたが、市債や各種基金の有効活用を図るとともに、経費節減の励行と

適切かつ厳正な予算執行とにより、財政調整基金を取り崩すことなく年度間の財源調

整を図ってまいりました。 

 これらのことから、長期繰替運用金の繰上返済や将来的な財政需要を見据えた各種

基金への積立など、中長期的な展望を踏まえた施策を展開するには至りませんでした。 

 平成１４年度の財政規模は、当初予算３００億４，７００万円に８回の補正予算２

億３５３万７千円を加え、３０２億５，０５３万７千円となりました。これに対する

決算額は、歳入総額が３００億８，４２１万８千円で前年度対比３．９％減、歳出総

額は、２９８億３，５７３万６千円で前年度対比３．７％減となりました。形式収支

は、２億４，８４８万２千円で、翌年度への繰越財源がないため、実質収支も同額の

２億４，８４８万２千円となり、前年度の実質収支額３億１，９７６万１千円を７，

１２７万９千円下回りました。この結果、平成１４年度の実質収支比率は１．３％と

なり、前年度を０．３ポイント下回りました。 

 

歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 市税は、１７９億４８９万４千円で前年度対比０．４％の増となりました。その

主な要因は、給与所得の減により個人所得割が減となったものの、法人税割が増と

なったことに加え、固定資産税が新増改築家屋の増により増収となったことによる



ものです。 

 内訳を見ますと、所得割額は，９０億５，８５３万１千円で１．１％減、法人税

割は、３億７，１２３万５千円で１２．１％増、固定資産税は、５９億３，２０４

万８千円で２．８％増、都市計画税は、１６億５，４８５万８千円で１．２％増、

特別土地保有税は、３，７０６万３千円で５３．８％減となりました。 

 なお、収入率は９２．９％で、前年度対比０．２ポイントの増となりました。 

② 地方譲与税は、１億９，８７０万４千円で前年度対比０．９％の増となりました。 

内訳は、自動車重量譲与税が、１億２，２０７万１千円で１．３％減、地方道路譲

与税が７，６６３万３千円で４．６％の増となりました。 

③ 利子割交付金は、２億８，２５７万３千円で前年度対比６１．８％と大幅な減と

なりました。これは、金利低下に伴う利子所得の減が要因となっています。 

④ 地方消費税交付金は、８億９，１９２万９千円で前年度対比１２．２％の減とな

りました。 

⑤ 自動車取得税交付金は、２億６８７万８千円で前年度対比１１．１％の減となり

ました。 

⑥ 地方特例交付金は、８億９，２３３万６千円で前年度対比２．９％の増となりま

した。 

⑦ 地方交付税は、６億４，８９８万８千円で前年度対比４７．７％の減となりまし

た。内訳は、普通交付税が５億１，８８９万８千円で５３．１％の減、特別交付税

が１億３，００９万円で４．４％の減となりました。普通交付税の大幅な減額要因

は、前年度に引き続き、普通交付税で算定すべき基準財政需要額の一部が臨時財政

対策債の発行に振り替えられたことによるものです。 

⑧ 使用料は、５億５，６３０万６千円で前年度対比０．４％の減となりました。こ

れは主に、改修工事に伴い総合体育館プール使用料が減となったことによるもので

す。 

⑨ 国庫支出金は、２０億９，９１７万８千円で前年度対比７．３％の増となりまし

た。この主な要因は、児童扶養手当給付費負担金が３，６７８万７千円、連続立体

交差関連公共施設整備事業補助金が１億７，５００万円、それぞれ皆増となったこ

とによるものです。 

⑩ 都支出金は、３１億５，１９５万７千円で前年度対比４．６％の増となりました。

この主な要因は、老人福祉手当負担金が４，３８０万３千円、福祉改革推進事業補

助金が２，０１２万７千円、それぞれ減となりましたが、市町村調整交付金が６，



９６１万円、みちづくり・まちづくりパートナー事業委託金が７，１７４万円それ

ぞれ増となったことに加え、新たに連続立体交差事業に伴う市道４１１号線道路付

替工事委託金１億１，０４１万３千円が皆増となったことによるものです。 

⑪ 財産収入は、１，９３７万７千円で前年度対比０．２％の減となりました。これ

は主に、基金長期繰替運用金に係る基金運用収入が４６４万８千円、減となったこ

とによるものです。 

⑫ 寄附金は、１億１，８４１万１千円で前年度対比８．３％の減となりました。こ

れは主に、前年度に歳入のあった宅地開発等指導要綱に基づく教育寄附金２，６６

５万円が皆減となったことによるものです。 

⑬ 繰入金は、８，０９５万４千円で前年度対比１２．９％の減となりました。これ

は主に、国民年金印紙調達基金の廃止に伴う繰入金２，０００万円が皆増となった

ものの、都市再開発整備基金繰入金が４，２３８万９千円減となったことによるも

のです。 

⑭ 諸収入は、２億１，８５１万４千円で前年度対比１．８％の減となりました。こ

れは主に、東京都十一市競輪事業組合益金が２，０００万円、東京都六市競艇事業

組合益金が１，０００万円それぞれ皆増となったものの、国民年金印紙売捌手数料

が１，４９１万３千円、多摩らいふ継承事業推進対策費交付金が１，５８０万円そ

れぞれ減となったことによるものです。 

⑮ 市債は、２０億３，０１９万４千円で前年度対比１９．７％の減となりました。

この主な要因は、普通交付税の基準財政需要額の一部振り替え措置分としての臨時

財政対策債が５億２，４７０万円増となったものの、前年度発行した東京都区市町

村振興基金の借換債１０億７，０００万円が皆減となったことによるものです。 

 

次に、歳出ですが、執行率は９８．６％、不用額は４億１，４８０万１千円で、前

年度対比５，７６８万１千円の減となりました。 

 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１５１億８，００６万３千円で前年度対比０．３％の増となりま

した。この主な要因は、人件費が８８億６，４０７万４千円で１億３，１２３万３

千円、１．５％の減、公債費が２４億５２万５千円で１億１，３７２万９千円、４．

５％の減となったものの、扶助費が３９億１，５４６万４千円で２億９，６１３万

９千円、８．２％の増となったことによるものです。 



② 投資的経費は、２８億８，６６５万８千円で前年度対比２４．２％の増となり、

また、歳出決算総額に対する構成比は、９．７％となりました。この主な要因は、

ＪＲ中央本線連続立体交差事業負担金が１億５，７７１万４千円、みちづくり・ま

ちづくりパートナー事業が６，９７６万８千円それぞれ増となったことに加え、今

年度新たに再開発用地取得費が１億６，８６５万２千円、前原小学校耐震補強工事

が１億１，００４万円、前原小学校校舎増改築事業が５，５４９万３千円、総合体

育館プール天井等改修事業が８，９６７万円それぞれ皆増となったことによるもの

です。 

③ 物件費は、４９億３，７５７万５千円で前年度対比１．８％の増となりました。

この主な要因は、前年度に実施した情報通信技術講習事業、参議院議員選挙及び都

議会議員選挙に係る物件費、発電用燃料化委託料が皆減となる一方、新たに委託化

した中間処理場運転管理委託料をはじめ、国保・老健システム改修委託料、精神障

害者地域生活支援センター運営委託料がそれぞれ皆増となったことによるものです。 

④ 補助費等は、３６億９，１５１万９千円で前年度対比１２．６％の減となりまし

た。これは主に、前年度実施した基金からの長期繰替運用金５億３，７０２万８千

円の繰上返済分が皆減となったことによるものです。 

⑤ 繰出金は、２８億６，９２８万８千円で前年度対比１．８％の増となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は、８億４，４００万円で１．２％の減となりました

が、下水道事業特別会計繰出金は、１０億２，０８３万２千円で１．７％の増とな

りました。これは、主に連続立体交差事業に係る市道４１１号線道路付替事業費８，

１８３万２千円が皆増となったことによるものです。また、介護保険特別会計繰出

金は、６億６６０万２千円で１０．２％の増となりました。これは、主に保険給付

費の公費負担分の増によるものです。老人保健医療特別会計繰出金は３億９，７８

５万４千円で３．２％の減となりました。 

⑥ 積立金は、７，４２０万３千円で前年度対比８２．４％の減となりました。これ

は、前年度に実施した財政調整基金積立金２億円及び職員退職手当基金積立金１億

円が皆減となったことによるものです。 

 

  次に、代表的な財政指標を見ますと、 

① 実質収支比率は１．３％、前年度対比０．３ポイントの減となりました。 

② 経常収支比率は、９６．１％で前年度対比２．９ポイントの増となりました。そ

の主な要因は、分母となる経常一般財源が総額で５億８，２４８万７千円、２．７％



の減となった一方、分子となる経常経費に充当された一般財源は、総額で５，７７

２万７千円、０．３％の増となったことによるものです。 

③ 人件費比率は、２９．７％で前年度対比０．４ポイントの減となりました。その

主な要因は、分母となる歳出総額が、７，９９５万７千円、０．３％の減となりま

したが、分子となる人件費も、職員給の減等により総額で１億３，１２３万３千円、

１．５％の減となったことによるものです。 

④ 公債費比率は、８．８％で前年度対比０．７ポイントの減となりました。 

⑤ 財政力指数は、０．９３８で前年度対比０．０２３ポイントの増となりました。 

 

本市財政再建のバロメーターでもある人件費比率は、特殊要因のあった平成４年度

を除き、昭和４７年度の２７．０％以来、実に３０年ぶりに２０％台への回復が図ら

れました。 

 しかし、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、算定式の分母となる経常一般財

源においては、経済動向等を反映して利子割交付金、地方消費税交付金が大幅に減少

し、また、分子となる経常経費に充当する一般財源においては、人件費の削減等内部

努力の徹底により経常経費縮減に努めたにもかかわらず、生活保護費国庫負担金の過

少交付により、一般財源からの振替充当を余儀なくされるなど、外的な要因等の影響

もあり、前年度に比較し２．９ポイント上昇したことは、極めて残念であります。 

 今後１０年間の本市財政は、定年退職者数の増に伴う人件費の増加等により、引き

続き厳しい財政運営になるものと予測されますが、その一方では、まちづくり、環境

問題、教育、福祉、ＩＴ化の促進等取り組まなければならない課題が山積しておりま

す。 

 地方分権が実行の段階に入った今日、地方自治体には、真に必要なサービスを自ら

の権限と責任において選択のうえ、より一層多様化、高度化する市民ニーズに的確に

応え、個性豊かで活力に満ちた地域社会を創造していくため、自らを改革してより効

率的で効果的な行財政運営を図ることが求められています。 

 そのため、「小金井市第２次行財政改革大綱」に掲げる「質の改革」の基本方針の

もと新たな視点に立ち、施策の体系や実施方法を再構築するなど、引き続き変革の時

代に即応可能な健全で強固な財政基盤の早期確立に向けて取り組んでまいります。   


